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図表 1 大学教員における分野別女性割合 
 
文部科学省「学校基本調査」（平成 25 年） 
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第 2 章 大学の男女共同参画を進める施策 
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図表 2 学部学生に占める女性の割合（分野別） 
 
※ 保健には医学・薬学・歯学・看護学を含む 
平成 25 年度「学校基本調査」（文部科学省）より作成 
 
図表 3 大学教員における分野別女性割合（職位別） 
 
文部科学省「学校基本調査」（平成 25 年度）より作成 







































































女共同参画社会基本法」（平成 11 年 6 月施行）に基づき、平成 12 年 12 月に第 1 次
の計画が策定され、現在は平成 22 年 12 月に策定された「第 3 次男女共同参画基




記述しているが、そのうち「第 11 分野 男女共同参画を推進し多様な選択を可
能にする教育・学習の充実」「第 12 分野 科学技術・学術分野における男女共同
参画」に高等教育に関する記載がある。特に第 12 分野は、第 3 次計画において、
新たに追加された分野であり、その重要性が改めて認識されたものである。 














授、准教授、講師）に占める女性の割合を平成 32 年に 30％にする」との設定をし
ている。 










































平成 26 年秋から、次期（第 4 次）男女共同参画基本計画の議論も開始されており、







































補助期間は原則 3 年間であり、平成 18 年度から平成 26 年度までで、96 機関
で実施（図表 4）されており、そのうち、国立大学法人が 6 割、公立大学が約 1
割、私立大学が 2 割、独立行政法人が約１割ほどとなっている。 















※平成 22 年度までは「女性研究者支援モデル育成」として実施 



















































































































































































































































研究者個人に研究奨励金を支給するもので、平成 18 年度から開始。平成 26 年度






































昨年度の「日本再興戦略」（平成 25 年 6 月）で、「企業における女性の活躍状況に
関する『見える化』」すべきことが盛り込まれ、内閣府のホームページ上に、企






















る（本法案は、平成 26 年 12 月衆議院の解散により廃案となった）。 
各大学での取組は進んできており、この後の「実践事例」の報告で、各大学の
工夫に満ちた、先進的な取組も示されると思うが、こうした政府全体の動きや現
場の声も聞きながら、各大学において、更に男女共同参画の動きが加速すること
を期待したい。 
 
（ふじえ・ようこ 文部科学省生涯学習政策局男女共同参画学習課長） 
